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会社は社員との労働関係を解除出来るか

本案の焦点は労働者の罹病は規定の医療期を超えて職場に復帰できず、雇用者はその労働者と労働関係を解除できるかどうか。

1、 事実関係

李氏（以下、社員という）は2009年7月外資企業(以下、会社という)との間で、２年間の労働契約を結んだ。社員は品管を担当し、月給2千元のほか業績の毎月賞用も支給されるという。

2010年2月、会社の手配した定期健康診断で、社員は慢性疾病を診断され、入院治療を受けたが、仕事の復帰できず、自宅の療養が必要であるとされた。

2010年6月、会社は社員が病気で規定の医療期間を超えて出勤できないことを理由に、30日を繰り上げて書面で社員に労働解除を通告し、離職の手続きを求めた。社員は通告を受けた後、持病で正常に出勤できず、会社より労働契約を解除されたことが非人道的として交渉したが、会社は受入れなかった。

社員は労働仲裁を申請し、会社の出した労働契約の解除通知を撤回し、労働関係の回復、及び継続履行を要求した。

2、 仲裁裁決

労働仲裁委員会は、社員の提訴を受理した後、社員の罹病が規定の医療期間を超えて、職場に復帰出来ないので、会社は労働契約法の関係規定に基づいて社員との労働契約の解除が出来る。社員が労働関係の回復を求めることは法的な根拠が乏しいという理由で社員の請求を認めない裁決を下した。

3、 法律根拠

中国労働契約法第四十条の規定により、雇用者は30日を取り上げ書面で労働者に通告し或は別途労働者に1か月給料を支払って労働契約を解除することができる。

4、 コメント

1. 本案の会社は上記労働契約法第四十条の規定に基づいて、社員は罹病で規定の医療期間を超過し、原の職場に復帰できず、且つ会社の手配した別の仕事にも従事出来ない情況のもとで労働契約を解除したわけである。

2. 会社は社員の労働契約を解除し、同時に社員に関係費用を支払ったので、仲裁が社員の請求を支持しないという裁決に繋がったと言えよう。


上海市労務派遣用工管理の規範に関する若干意見（試行）

上海市人事資源と社会保障局は2012年2月20日付「上海市労務派遣用工管理の規範に関する若干意見（試行）」「以下、「試行意見」という」を公布し、即日実施した。本稿では実務上の概要を述べます。

一、背景

上海市では「社会保険法」を貫徹し、「綜合保険」を「都市保険」に取り入れ、外来従業人員の公平的な保険加入の権利の保障を注力した。但し、一部企業は用工コストの上昇を引き下げる為に、個別労務派遣公司と異なる地域の労務派遣の方式を採用し、労務派遣公司の登記所在地の社会保険、給与基準に基づいて派遣社負の為に社会保険を納付し、給与を支払ったと明らかにした。そのような同一企業の異なる使用の方式で会社の中で「仕事同様給与異なり、仕事同様保険異なり」という異状をもたらした。上海市人事資源と社会保障局は「試行意見」の公布、実施によってそのような弊害を除去することを狙っていると考えられる。

二、「試行意見」では外地労務派遣会社は本市で支社機構設立条件に満し、且つ法により工商部門に登録手続きを行った場合、本市で労務派遣の経営活動を展開できると明確した。
三、外地労務派遣会社が上海市に子公司または分公司を設立した場合、その子公司または分公司は上海市における使用会社が使用する外来労務派遣従業人員の為に社会保険登記を取り扱い、且つ上海市の基準に基づいて外来労務派遣従業人員のために上海市での社会保険を納付しなければならない。

四、外省市労務派遣会社が上海市に子公司または分公司を設立しなかった場合、労務派遣協議の双方は協議に上海市における使用会社が労務派遣従業人員のために社会保険を加入し、且つ上海市基準に基づいて社会保険を納付することを明記しなければならない。

五、使用会社は上海市に子会社或いは分公司を設置しなかった外省市労務派遣会社が派遣した従業人員を使用する期間中、労務派遣従業人員と争い、労務派遣従業人員より労災、医療など社会保険及び労働報酬など待遇を求められた場合、使用会社は「労働契約法」の関連規定に基づいて、先に連帯責任を負わなければならない。
六、終わり

中国では、｢上は政策、下は対策｣という言葉があるように使用会社と外省市労務派遣会社は上海市とその地域の格差を利用し、上海市労務派遣市場の秩序に混乱を齎した。

既に外省市労務派遣会社の派遣従業人員を受入れた上海市における使用会社に合理的な過渡期を与えること、外省市労務派遣会社が上海市での子公司または分公司の設立、派遣従業人員の募集の登録など今後の課題になりそう。
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	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	本市労務派遣用工管理の規範に関する若干意見（試行）（『重要法規解説』をご参照下さい）
	2012/02/20 

	2
	国家発展改革委員会、上海市政府の「十二五」時期上海国際金融中心建設規劃
	2012/02/01

	3
	公安部の国務院の消防工作の強化及び改善に関する意見
	2012/02/07

	4
	最高裁の国家賠償案件立案工作に関する規定
	2012/02/10

	5
	人力資源と社会保障部、中央編弁、財政部の労働人事争議処理効果建設の強化に関する意見
	2012/02/15
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